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 第１章 計画の目的と位置づけ 

１ 計画改定の背景 

計画策定から５年が経過し、この間、令和３年６月には空家法の基本指針・特定空家等に対する措置に関するガ

イドラインが改正されたことや令和５年６月には空家法が一部改正されたこと、また社会情勢の変化等を踏まえる

必要が生じております。本計画の改定に当たっては、「発生抑制」「活用・市場流通の促進」「管理不全の解消」の視

点から多角的に取り組み、安心・安全・快適な生活を営むことができる環境を確保するとともに、まちづくりや地域

のコミュニティの維持・活性化を推進します。 

２ 計画の位置づけ 

空家法第７条の規定、国の基本的な指針に

基づき定めるものとします。 

また、「芝山町第５次総合計画」、「芝山町

まち・ひと・しごと創生総合戦略」「芝山町

都市計画マスタープラン」などの関連計画と

連携を図りながら、本計画を推進します。 

 
 

３ 対象とする空家等 

計画の対象とする空家等は、町内に存在する、空家法第２条に規定する空家及び特定空家等とします。 

（１） 空家等（空家法第２条第１項） 

「空家等」とは、建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常

態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいいます。ただし、国又は地方公共

団体が所有し、又は管理するものを除きます。 

（２） 特定空家等（空家法第２条第２項） 

「特定空家等」とは、次のいずれかの状態にあると認められる空家等をいいます。 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

４ 計画期間 

計画の期間は、２０２４年度（令和６年度）から２０３３年度（令和１５年度）までの１０年間とします。 

ただし、５年毎に行う実態調査の結果や、国の空き家政策の動向や社会・経済情勢の変化により必要に応じて見

直しを行います。 

５ 対象地区 

対象地区は、芝山町内全域とします。 

なお、重点的に対策を行う地区を定める必要が生じた場合は、芝山町空家等対策協議会に諮り、これを定めるも

のとします。  

計画の位置付け・国や千葉県との関係 
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 第２章 本町の現状 

１ 国・県の各種統計調査からわかること 

＜平成３０年住宅・土地統計調査（総務省）＞ 

総住宅数６，２４１万戸、空き家数８４９万戸、空 

き家率１３．６％であり、右肩上がりで上昇しています。 

＜令和元年空き家所有者実態調査（国土交通省）＞ 

 相続により取得した場合が半数以上を占めています。 

 「空き家にしておく理由」として、手間・労力・お 

金を掛けたくないことや、固定資産税の住宅特例措置 

から除外されてしまうことへの懸念などが挙げられて 

います。 

＜空き家に対する意識調査（千葉県・平成２７年）＞ 

 地域に空き家が増えることによって起こる問題について、地域の環境の悪化、防犯上の問題、地域コミュニテ

ィの活力低下などが挙げられています。 

２ 芝山町空家等実態調査結果からわかること 

＜実態調査の結果＞ 

【空家等の件数・分布状況】 

使用実態がない可能性が高いと判断された

「空家等」は１８４件となっています。（前回調

査時は２４３件でした。） 

町内全域に空家等が分布しており、特に、役

場周辺の小池地区、昭和４６年に造成が完了し

たはにわ台住宅団地（新井田地区）に多く分布

しています。 

【所有者等の居住地】 

９０％以上が県内および隣接都県といった状

況です。 

【用途】「居宅」が最も多くなっています。 

【構造】「木造」が最も多くなっています。 

【空家等の建築年代】 

築３０年以上の空家等が１３０件（７０.

７％）あり、新耐震基準を満たしていない建物

であることが多いと想定されます。 

【不良度判定】 

中～大規模な修繕や解体が必要と考えられる

空家等は、合わせて４０件（２１．７％）あり

ます。  

出典：総務省「住宅・土地統計調査」（平成３０年）より 

はにわ台住宅団地 小池地区 

空家等の分布図 
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＜意向調査の結果＞ 

【所有者等の高齢化】所有者の７２．１％が６０歳以上となっており、高齢化が顕著となっています。 

【建物の建築時期】概ね古い建物ほど空家が多くなる傾向となっています。 

【空家等となってからの期間】「１０年以上」と回答が最多と、空き家になっている期間が長期に及んでいます。 

【空家等となった理由】住人の他界及び相続等による取得が多くを占め、転居関連を上回る状況となっています。 

【空家等の管理の内容】「庭の手入れ､草刈､剪定（３９件）」「空気の入れ替え（２６件）」「家の中の掃除（１８件）」

など、手入れをしている回答が多いものの、「何も行っていない（２１件）」も一定数ありました。 

【空家等の管理で困っていること】「管理の手間が大変（２５件）」、「身体的､年齢的な問題（２２件）」、「現住所から

空き家までの距離が遠い（２２件）」、「空き家に付帯する田畑･山林等の管理が大変（８件）」と、何らかの困って

いる事情がある空き家が多い状況となっています。 

【空家等の今後について】「売りたい」「貸したい」という、第三者への譲渡・賃貸に対する一定の意向（３２件）が

確認されました。 

【空き家・空き地バンクの認知度】「知らない（４３件）」がと半数を超えており、認知度は低い状況でした。 

【空き家・空き地バンクの活用意向】半数が活用に前向きな回答でした。 

【空家等の活用に関して期待する支援策】「空き家解体費用の補助（３２件）」、「空き家について総合的に相談でき

る専用窓口の開設（２９件）」、「空き家家財道具の処分費用の補助（２６件）」、「町による解体業者の紹介（１７

件）」、「町による不動産業者の紹介（１３件）」と、町による費用の補助・相談窓口の開設・業者の紹介に期待が寄

せられています。 

３ 成田空港の更なる機能強化 

四者協議会の資料によると、機能強化によって発着

回数５０万回が実現した場合に、様々な経済波及効果

（金額・旅客数・貨物量・空港内従業員・空港内外の雇

用増加）が期待されています。 

成田空港更なる機能強化による人口増加予測より、

９市町内で新たな住宅用地開発が構想されています

が、それに加え空家等の既存ストックも活用すること

を見込んでいます。 

これらの機能強化により期待される多分野に亘る効

果を、本町の空家等対策にどのように繋げていくかに

ついても、引き続き検討を行う必要があります。 

４ 本町で発生した空家等の問題及び対応状況 

（１）はにわ台住宅団地において、空家等が、平成２９年１０月の台

風により、屋根の一部が捲りあがり、隣家へもたれ掛かるという

事例が発生しました。（町で対応済み） 

（２）山中地先において、平成３０年９月、空家等の敷地内にあった

樹木が強風と豪雨により倒れ、町道を跨ぎ隣接地へ倒れるという

事例が発生しました。（町で対応済み） 

（３）千代田地区において、令和元年９月、空き家の屋根が台風第１

５号（令和元年房総半島台風）により、剥離している事例が発生

しました。（町で対応済み）  

出典：『新しい成田空港』構想検討会 中間とりまとめ（別紙） 

千代田地区における事例写真 



4 

 

 第３章 課題と対策に関する基本的な方針 

１ 課題 

 
（１）国・県の各種統計調査からわかること 

●平成３０年住宅・土地統計調査（総務省） 

① 利用の予定がない「その他の住宅」の活用・流通・除却の促進 

② 新築するのではなく既存住宅に長く大切に住んでもらう 

③ 所有者等による自主的な維持管理の促進 

●令和元年空き家所有者実態調査（国土交通省） 

① 空き家になる前にしっかりとした情報の提供、意識啓発の実施 

② 空き家の所有者の負担軽減策の検討 

●空き家に対する意識調査（平成２７年度第３回インターネットアンケート調査）（千葉県） 

① 管理不全に陥らないように、所有者等による適切な管理を促進 

② 適切に管理するための支援・相談の実施 

（２）芝山町人口ビジョン等からわかること 

① 高齢化に対応した事前の対策 

② 既存空家等の活用・除却の促進 

③ 次世代に渡って住み続けることができる魅力あるまちづくりの必要性 

（３）町民アンケートからわかること（都市計画マスタープラン） 

① 既存空家等の活用・除却の促進    ② 良好な居住環境が整った魅力あるまちづくりの必要性 

（４）芝山町空家等実態調査結果からわかること 

●適正管理の促進に向けた課題        

① 既存空家等の活用・除却の促進    ② 所有者等による適切な管理の促進 

●利活用の促進に向けた課題 

① 既存空家等の所有者への情報提供、意識啓発 

② 既存住宅ストックのリフォームによる良質化、耐震改修による健全化の必要性 

③ 専門家団体との連携体制の必要性 

（５）成田空港の更なる機能強化 

① 空家等を民泊・サテライトオフィス等へ活用 

② 空家等を空港内従業員（空港関連従業員）の居住の受け皿へ 

③ 「実施プラン」等の関連計画との連携、魅力あるまちづくりの必要性 

（６）本町で発生した空家等の問題及び対応状況 

① 所有者等による適切な管理の促進 

② 空家法・条例に基づく措置の実施 

③ 空家等の状況や問題に対応したデータベースの整備 

（７）各種施策の実施状況 

① 成果を上げている取り組みの継続 

② 国が支援するＤＸに関する空家等対策モデル事業を参考とした、空き家・空き地の流動化施策 

（８）その他（不動産登記制度の見直し・地域コミュニティとの連携） 

●不動産登記制度の見直し          ●地域コミュニティとの連携 

① 不動産登記制度の見直しの周知      ① 地域ぐるみで空き家の発生を予防 

② 適切な相続登記の必要性の周知      ② 空き家の利活用によるコミュニティ活性化 
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○市場に流通していない空き家・空き地について市場への流通を促進します。 

○空家等所有者などが専門家団体に相談できるよう、相談機会の創出や専門家団体との連携体制の整備を検討します。 

○空き家・空き地の売買や賃貸を希望する方と利用したい方をマッチングする「空き家・空き地バンク」の活用促進や、中古住宅

の市場流通の促進方法について検討します。                                   など 

○空家になってしまった建物については、所有者による適切な維持管理を促進します。 

○専門家団体と連携して、適正管理に関する相談体制の構築や、空家等の適正管理に向けた支援体制の構築を検討します。 

○適正な維持管理がなされずに管理不全に陥った空家等については、空家法による指導等を行い、管理不全の解消や除却による住

環境の向上を図ります。                                            など 

２ 空家等対策に関する基本的な理念及び方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●基本構想「基本理念」        ●第５次総合計画「施策の体系」 

 

 

 

 

基本構想・総合計画 

「次世代が誇れる芝山」 
創生への始動 

１．安全・安心で快適なまちづくり 

２．未来を支える人材を育てるまちづくり 

３．芝山らしく空港を生かしたまちづくり 

４．互いを尊重し支え合うまちづくり 

５．協働し成長するまちづくり 

空家等の所有者、町民、行政、関係する団体等が連携した 

誰もが安全・安心で快適なまちづくりを推進します。 

芝山町の空家等対策の基本的な理念 

 (１)発生抑制・ 

予防 
(２)活用・市場 

流通の促進 

(３)適切な管理 

・除却の促進 

施策 
施策 施策 

時間の経過 

 

 
居住 空家化 管理不全 空洞化 

(４)NPO やｺﾐｭﾆﾃｨ等

の活動促進 

施策 

建物の状態 

芝山町の空家等対策の基本的な方針 

○所有者等への意識啓発につながる情報の提供・相談窓口や相談会の開催等による支援を行い、空き家問題の意識醸成を図ります。 

○既存住宅の環境性能や住宅の機能・価値を高めるリフォームなどを促進し、住宅の良質化・市場流通性を高めます。 

○町内の空家等の実態を調査、定期的なパトロールを実施するとともに、空き家に関する相談・情報提供のデータベース化を行い、

適切な情報管理に努めます。 

（１）発生抑制・予防 

（２）活用・市場流通の促進 

（３）適切な管理・除却の促進 

○NPO 法人等が空家等の活用・管理に係る相談対応や活用希望者とのマッチング等の活動をしやすくする環境整備を検討します。 

○地域コミュニティと協力し空家等対策を促進します。 

(４)NPO やコミュニティ等の活動促進 
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空家等の所有者（管理者）は、空家法に基づき、周

辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切な管理に

努めるとともに、市場流通や地域住民等による利活用

への協力を積極的に検討する役割が求められます。 

住宅等の所有者は、所有している住宅等を適正に管理する必

要があります。従って、個人として、空家等にしないための予

防の意識を持つとともに、空家等になってしまった後の管理や

処分について、十分な準備に努めることが求められます。 

ＮＰＯは良質な空家等の円滑な流通や活用等に対し

て積極的に支援（推進）する役割が求められます。 

地域（地区）は空家等の問題を地域の課題としてと

らえ、空家等の所有者等の身近な存在として繋がりを

持ち、情報の提供や適切な管理を働きかけるなどの取

り組みが期待されます。 

 

＜連携・協働による取り組みイメージ＞ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空家等の所有者 町民 

ＮＰＯ・コミュニティ 

理念の実現に向けて、それぞれの当事者のニーズを把握する

とともに、空家法に基づいて本計画を推進する役割がありま

す。具体的には、それぞれの当事者に対して、情報発信、意識

啓発等を積極的に行うとともに、連携するための制度や協働体

制を構築する役割が求められます。 

 

 

行政（芝山町など） 
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 第４章 空家等対策の具体的な施策 

１ 施策 

 「空家等対策に関する基本的な理念及び方針」に基づき、総合的かつ計画的に施策を展開します。 

 

 

 

 

  

基
本
的
な
理
念 

… 

誰
も
が
安
全
・
安
心
で
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

（１）発生抑制・予防 

（２）活用・市場流通 
の促進 

（３）適切な管理・ 
除却の促進 

①所有者やその家族の意識の醸成 
●住宅所有者等への空家等問題の周知・意識の醸成 
●空家等対策の重要性・空き家のリスク等について、意識の啓発・働きかけ 
●所有者のニーズに応じた空家等にしない仕組みの周知 

②所有者等からの相談への対応 
●所有者等からの相談窓口対応  ●関係法令担当部署等との連携 

●相談会開催の検討 

(４)NPO やコミュニ 
ティ等の活動促進 

（５）その他 

③既存住宅ストックの性能向上・改修支援 
●住宅リフォーム等の促進    ●芝山町耐震改修促進計画の推進 

●長期優良住宅認定制度、安心Ｒ住宅認定制度等の普及の推進 

④その他 
●解体・除却のための支援の検討   ●専門家団体・関係団体等との連携強化の検討 

●空き家の発生を抑制するための特例措置の周知 
●相続問題等に対する支援体制の構築の検討   ●登記手続き等の周知 

①所有者へ活用・流通を促す取り組み 
●相談体制の整備の検討     ●個別相談会等の開催の検討 

②空き家・空家除却後の跡地（空き地）の市場流通の促進 
●空き家・空き地バンク制度の利用の促進   ●住宅取得奨励金の交付 
●専門家団体・関係団体等との連携強化の検討 

③空き家・空家除却後の跡地（空き地）の活用の促進 
●地域団体等による空家等の利活用に係る支援の検討 

●旧耐震基準の木造住宅の取り壊し支援の検討 
●空き家活用希望者への情報提供   ●空家等活用促進区域指定の検討 

④国の支援制度等の活用の検討 
●国の支援制度（空き家再生等推進事業等）の活用の検討 

①空家等の実態把握 
●定期的な空家等の実態調査の実施 ●地域団体等（区長会、地区社協等）との連携 

●空家等情報の収集、データベースの運用   ●空家安全パトロールの実施 

②相談・連携体制の整備 
●所有者等からの相談窓口対応〔再掲〕 

●空家等対策における連携体制の整備 

③適正管理がなされていない空家等への対応 
●適正管理を促す助言・情報提供   ●庁内関係部署、関係団体との連携による対応 
●空き地の適正な管理の推進 

●財産管理制度※の活用の検討（※不在者財産管理人制度・相続財産清算人制度） 

④管理不全空家等に対する措置 
●管理不全空家等の認定基準の運用・見直し  ●管理不全空家等への措置 

①NPO 等の民間主体の活動を促進する取り組み 
●専門家団体・関係団体等との連携強化の検討〔再掲〕 

②地域コミュニティの活動を促進する取り組み 
●地域コミュニティによる空家等対策の促進 

①関連施策による魅力あるまちづくりの推進 
●都市計画マスタープランの推進   ●都市計画の提案制度の構築の検討 
●景観計画の策定の検討       ●芝山町国土強靭化計画の推進 

②計画の実施体制の構築・運用 
●芝山町空家等対策協議会（外部有識者・議会・町民代表など）の継続及び充実 
●芝山町空家等対策検討連絡会（庁内関係課長）の継続 

⑤特定空家等に対する措置 
●特定空家等に関する措置    ●条例に基づく緊急安全措置 
●芝山町特定空家等審査会における調査審議 
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■相談窓口のイメージ                    ■相談会のイメージ（関係課と連携） 
  
 
 
 
 
 
 
■空き家・空き地バンクのイメージ              ■芝山町空き家・空き地バンク（全国版） 

 

■管理不全空家等及び特定空家等への措置のフロー 

  

芝山町空き家・空き地バンク 

について（町ホームページ）⇒ 

■専門家団体・関係団体等 

・千葉県すまいづくり協議会 

空家等対策検討部会オブザーバー 

（令和５年４月現在） 

一般社団法人千葉県建築士会 

公益社団法人千葉県建築士事務所協会 

公益社団法人日本建築家協会千葉地域会 

一般社団法人千葉県宅地建物取引業協会 

千葉県土地家屋調査士会 

公益社団法人全日本不動産協会 千葉県本部 

千葉司法書士会 

千葉県弁護士会 

千葉地方法務局 

千葉県不動産鑑定士協会 

千葉県関係課           など 

 

・その他、町内の各種団体 

芝山町消防団 

芝山町社会福祉協議会（シルバー人材 

センター） 

芝山町観光協会 

芝山町商工会          など 

空き家の相談
はどこにすれ
ばだろう？ 

空き家を 
売りたい… 

企画空港政策課
都市計画係で 
お受けします 

空き家バンク
の登録はいか
がでしょうか 

終
活 セ

ミ
ナ
ー 

我が家の将来に
ついて事前に考
えてみましょう 
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 第５章 計画の実現に向けて 

１ 目標値（指標） 

（１）発生抑制・予防 
 

指標名称 現状 目標 

町実態調査 

における 

空家等の件数 

184 件 

2022 年度 

(令和 4年度) 

140 件 

2032 年度 

(令和 14 年度) 

（２）活用・市場流通の促進           （３）適切な管理・除却の促進 
 

指標名称 現状 目標 

空き家・空き地 

バンクの 

登録件数 

６件 

2022 年度(令和 

４年度)まで 

１２件 

2032 年度 

(令和 14 年度) 

空き家・空き地 

バンクの 

成約件数 

２件 

2022 年度(令和 

４年度)まで 

６件 

2032 年度 

(令和 14 年度) 
 

指標名称 現状 目標 

管理不全 

空家等 

の件数 

２９件 

2022 年度 

(令和 4年度) 

２３件 

2032 年度 

(令和 14 年度) 

特定空家等 

の件数 

１７件 

(2022 年度 

(令和 4年度)) 

１４件 

2032 年度 

(令和 14 年度) 
 

 

２ 計画の推進体制の整備 

（１）芝山町空家等対策協議会について 

本計画の策定及び変更に関する協議のほか、計画の進行状況の管理など、空家等の対策の推進に向けて、必要

に応じて協議会を開催することとします。 

（２）芝山町特定空家等審査会について 

特定空家等の認定や特定空家等に対する措置及び難航した際の解決方法の検討など、重要事項を調査審議する

ため、必要に応じて審査会を開催することとします。 

（３）芝山町空家等対策検討連絡会について 

空家等の必要な対策について、庁内の横断的な推進を図るため、関係各課の課長級職員により組織する「空家

等対策検討連絡会」を必要に応じて開催することとします。 

（４）今後の空家等の調査について 

本計画の効果を検証するために、定期的 

な実態調査（概ね５年毎、次回は２０２７ 

年度予定）を予定します。 

（５）進捗管理 

成果指標を達成するために、ＰＤＣＡ 

サイクルによる継続的な計画管理として各 

施策の実施プロセス・効果の評価・検証な 

どを行い、必要に応じて施策の改善検討を 

行い、見直しを行います。（右図） 

（６）持続可能な開発目標（SDGs） 

本計画と関連性が特に高いゴールは、 

「目標１１ 住み続けられるまちづくりを」 

となります。 

また、本計画は広範囲に横断した計画と 

なることから、町・民間事業者・町民・自 

治会等の相互連携を促し、更なる空家等対 

策への取り組みを推進していきます。 

  

本計画の進行管理を行うにあたり、基本的な方

針に即した成果指標と具体的な目標値を次のと

おり設定します。 

ＰＤＣＡサイクル 

芝山町空家等対策計画の改定 

計画に基づく施策の実行 

目標に対する進捗度の評価及び実態調査  

施策の見直し・事業改善の方向付け 

計画（Plan） 

実行（Do） 

評価（Check） 

改善（Action） 

中間検証 ＰＤＣＡサイクル 

芝山町空家等対策計画の改定 

令和６年度 

令和６年度～ 
 令和９年度 

令和９年度 

令和 10 年度 

令和 10 年度 
必要に応じて 
計画の見直しを実施 

令和 11 年度～ 
 令和 15 年度 

令和 16 年度 
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● 芝山町空家等対策協議会委員名簿 

資料編 

● 計画策定経過 

時期 概要 

４
年
度 

令和４年 

10 月 24 日 

～10 月 28 日 

芝山町空家等実態調査実施 

（補足調査：令和４年 11 月 11 日、 

令和５年２月１日） 

５
年
度 

令和５年 

６月 26 日 

第１回芝山町空家等対策協議会 

＜内容＞ 

（１）令和４年度事業報告について 

（２）令和５年度事業計画について 

令和５年 

11 月７日 

第２回芝山町空家等対策協議会 

＜内容＞ 

（１）芝山町空家等対策計画（素案） 

について 

令和５年 

12 月 18 日 

第３回芝山町空家等対策協議会 

＜内容＞ 

（１）芝山町空家等対策計画（案） 

について 

（２）パブリックコメントの実施 

について 

令和６年 

１月 15 日 

～２月 16 日 

芝山町空家等対策計画（案）の 

パブリックコメント実施 

令和６年４月 芝山町空家等対策計画 公表 

 

№ 役職 氏名 組織・団体・役職等 分野 

1 会長 麻生 孝之 芝山町長 行政 

2 委員 鈴木 雅之 
千葉大学大学院 

国際学術研究院 教授 

学識 

経験者 

3 委員 岩澤 正美 千葉司法書士会 法律 

4 委員 菅井 和幸 

一般社団法人 

千葉県建築士会 

山武支部 

建築 

5 委員 大木 孝仁 
不動産鑑定士・ 

宅地建物取引士 
不動産 

6 委員 

實川 嘉一 

（令和 5年 12月 17日まで） 

大木 浩司 

（令和 5年 12月 18日から） 

芝山町議会 

まちづくり常任委員会 

副委員長 

議会 

7 委員 岩内 章 

芝山町議会 

総務常任委員会 

副委員長 

議会 

8 委員 藤川 敦史 
千葉県成田土木事務所 

建築宅地課長 
行政 

9 委員 松本 重之 芝山町消防団長 町民 

10 委員 木内 仁之 町民公募 町民 

 

● 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（概要） 

 

 任期：令和 4年 4月 1日から令和 6年 3月 31 日 
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芝山町空家等対策計画【概要版】  発行 2024 年（令和６年）４月 

編集・発行者 芝山町企画空港政策課都市計画係 

〒289－1692  千葉県山武郡芝山町小池 992 

TEL：0479－77－3909 FAX：0479－77－0871 

E メール：toshikei@town.shibayama.lg.jp 

● 芝山町空家等対策体制図 

 

 
 

 
・成田土木事務所 

・山武郡市広域行政組合消防本部 

・山武警察署 

・芝山町民生・児童委員協議会 

など 

連携 

関係機関 

・副町長、庁内関係各課長（下部組織に担当者会議を設置）により構成する。 

・関係法令による指導と空き家法の指導の連携、町関係施策と空き家・空き地 

対策の連携を調整する。 

 
１）所有者等の把握 

空き家・空き地情報管理 

３）所有者等からの同意取得 
協力機関・団体への情報提供について、所有者の同意の取得。 
※参照：国ガイドライン 

４）所有者等への指導等 

特定空家等（周辺被害の可能性のある空き家・空き地）所有者への指導等 

芝山町（空家等対策計画に基づき施策を展開） 

芝山町空家等対策検討連絡会（庁内組織） 

事務局（企画空港政策課都市計画係） 
２）所有者等の初期相談 

ニーズの把握 

助言、支援、 

サービス提供 

情報提供、相談、 

業務依頼（契約）、 

売買契約仲介 

 

情報提供・発信 

相談、 

売買契約仲介 

相
談 

情
報
提
供
（ 

同
意
の
取
得
） 

支
援
制
度
の
利
用
・相
談 

空
家
等
対
策
計
画
に
基
づ
く
支
援
、 

情
報
提
供
（
同
意
の
取
得
）
、 

特
定
空
家
等
へ
の
指
導
等 

【芝山町空き家・ 
空き地バンク】 

マッチング 
（売買・賃貸等） 

 

・空き家・空き地の適正な管理 

・（手放したい場合）流通に向け

た制度の利用 

空き家・空き地所有者等 

空き家・空き地を 
借りたい人・買いたい人 

 

＜協力機関・団体＞ 

千葉県司法書士会、千葉県建築士会、千葉
県宅地建物取引業協会、千葉県不動産鑑
定士協会、芝山町消防団、芝山町社会福祉
協議会（シルバー人材センター）、芝山町商
工会、芝山町観光協会          など 
＜連携内容＞ 
１）所有者等からの相談への対応 
２）得意分野を活かした地域密着型 

サービスの提供 
① データベースor台帳作成 
② 空き家・空き地の管理代行サービス 
③ 情報発信（ＨＰ等） 
④ 未相続問題の解決 
⑤ 土地の境界の確定 
⑥ 不動産の価値の判定 
⑦ 空き家の体験入居サービス 
⑧ 不動産の仲介（売買、賃貸） 
⑨ リフォーム、解体工事の相談 

協力機関・団体 

 

・学識経験者、町議会議員、町民、その他町長が必要と認める者で構成する。 

・空家等対策計画の作成、変更、実施に関する協議を行う。 

芝山町空家等対策協議会 

計画策定、施策について協議 

・学識経験者、町議会議員、町民等

で構成する。 

・諮問に応じ、特定空家等の認定に

関し、意見を答申する。 

芝山町特定空家等審査会 
答申 

諮問 


